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平成 27 年度県内市町の普通会計決算の状況（速報）及び

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく 

健全化判断比率等（速報）について 
 

平成 27年度の県内市町の普通会計の決算状況及び健全化判断比率等を速報として

とりまとめましたのでお知らせいたします。 

 

 
１ 普通会計の決算状況について 

 

 県内市町の平成 27 年度普通会計決算については、歳入総額は 7,559 億 52 百万

円で、前年度と比べ30億 36百万円（△0.4％）減少しました。 

 これは、ふるさと納税に係る寄付金の増があったものの、防災行政無線デジタル化

事業等の減による地方債の減、消費税率の引き上げによる交付税算定における基準財

政収入額の増に伴う地方交付税の減などにより、総額としては減少したものです。 

また、歳出総額は 7,317 億 38 百万円で、前年度と比べ 80 億 42 百万円 

（△1.1％）減少しました。 

これは、子ども・子育て支援法の施行に伴う幼稚園、認定子ども園への助成の増に

よる扶助費の増があったものの、防災行政無線デジタル化事業及び学校施設耐震化改

修事業の終了による投資的経費の減や、保育所緊急整備事業の終了による補助費等の

減などにより、総額としては減少したものです。 

歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質収支は、201億 26

百万円の黒字となりました。 

 

２ 市町の財政状況について 

 

○ 県内市町において、実質収支は、全団体で黒字となっています。 
○ 平成 27 年度末の地方債現在高は、7,746 億 73 百万円で、前年度末と比べ 79
億 49百万円（△1.0％）減少しています。 

○ 平成27年度末の積立金現在高は、2,563億 65百万円で、前年度末と比べ191
億 79百万円（8.1％）増加しています。 

○ 財政健全化法に定める健全化判断比率は、昨年度に引き続き、県内市町すべてが、
早期健全化基準未満となっています。 

○ 県内市町においては、繰上償還の実施や基金の造成など、将来の財政負担を見据え

た適切な財政運営がなされていると評価できます。 

平成28年 9月 30日 

市町村課財政班 宮本・釜崎 

（内）2134（直）095-895-2134

〔 概 要 〕 
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１．平成27年度県内市町の普通会計決算の状況について（速報） 

 

                            （単位：百万円、％） 

区  分 平成 27年度 平成 26年度 増減額 増減率 

歳入決算額 755,952 758,988 △ 3,036 △ 0.4

歳出決算額 731,738 739,781 △ 8,042 △ 1.1

形式収支 24,214 19,208 5,006 26.1

翌年度繰越財源 4,088 3,741 346 9.2

実質収支 20,126 15,466 4,660 30.1

（注）端数処理の関係で各欄の数値が合わないことがあります。（以降の表について同じ） 

 

○ 県内市町の平成27年度普通会計決算額は、前年度と比べ、歳入が30億 36百万

円（△0.4％）減少し、歳出が80億 42百万円（△1.1％）減少しました。 

 

○ 歳入総額は7,559億 52百万円で、前年度と比べ30億 36百万円（△0.4％）減少

しました。これは、ふるさと納税に係る寄付金の増（57 億 21 百万円）があったもの

の、防災行政無線デジタル化事業等の減による地方債の減（130億 86百万円）、消費

税率の引き上げによる交付税算定における基準財政収入額の増等に伴う地方交付税の減 

（43 億 17 百万円）、建設事業に係る用地取得事業の終了による土地開発基金等から

の繰入金の減（32 億１９百万円）などの影響が大きかったため、総額としては減少し

たものです。 

 

○ 歳出は、7,317 億 38 百万円で、前年度と比べ 80 億 42 百万円（△1.1％）減少 
しました。これは、子ども・子育て支援法の施行に伴う幼稚園、認定子ども園への助成

の増等による扶助費の増（89 億 26 百万円）があったものの、防災行政無線デジタル

化事業や学校施設耐震化改修事業の終了等による投資的経費の減（150 億 2 百万円）

や、保育所緊急整備事業の終了等による補助費等の減（47 億 79 百万）などの影響が

大きく、総額としては減少したものです。 

 

○ 平成 27 年度の形式収支（歳入と歳出の差引額）は、242 億 14 百万円で、この

額から翌年度に繰り越すべき財源 40 億 88 百万円を控除した実質収支は、201 億

26 百万円の黒字となりました。また、団体毎においても、県内全ての団体が黒字と

なりました。 
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○ 歳入の状況 

・地方税は1,562億 19百万円で、固定資産評価替の影響により、前年度より2億1百

万円（△0.1％）減少しました。 

・繰入金は 159 億 23 百万円で、用地取得事業の終了による土地開発基金からの繰入金

の減などにより、前年度より32億 19百万円（△16.8％）減少しました。 

・地方交付税は2,148億 43百万円で、前年度より43億 17百万円（△2.0％）減少し、

臨時財政対策債を含む実質的な額も77億 28百万円（△3.1％）減少しました。  

・県支出金は 526 億 89 百万円で、国体の終了、保育所緊急整備事業の終了等により、

前年度より11億 37百万円（△2.1％）減少しました。 

・地方債は、718億 35百万円で、防災行政無線デジタル化事業等の減により、前年度よ

り130億 86百万円（△15.4％）減少しました。 

 
（単位：百万円、％） 

平成 27年度 平成 26年度 
区  分 

決算額 構成比 決算額 構成比
増減額 増減率

自主財源 245,997 32.5 245,331 32.3 666 0.3

地方税 156,219 20.7 156,420 20.6 △ 201 △ 0.1

繰入金 15,923 2.1 19,142 2.5 △ 3,219 △ 16.8

 

諸収入等 73,855 9.8 69,769 9.2 4,086 5.9

依存財源 509,955 67.5 513,657 67.7 △3,702 △0.7

地方交付税 214,843 28.4 219,160 28.9 △ 4,317 △ 2.0

国庫支出金 135,193 17.9 131,514 17.3 3,679 2.8

県支出金 52,689 7.0 53,826 7.1 △ 1,137 △ 2.1

地方債 71,835 9.5 84,921 11.2 △ 13,086 △ 15.4

地方債（臨財債除く） 48,587 6.4 58,262 7.7 △ 9,675 △ 16.6 

地方債（臨財債） 23,248 3.1 26,659 3.5 △ 3,411 △ 12.8

寄付金 8,388 1.1 2,667 0.4 5,721 214.5

 

その他 27,007 3.6 21,569 2.8 5,438 25.2

歳入合計 755,952 100.0 758,988 100.0 △ 3,036 △ 0.4

うち一般財源 405,241 53.6 398,641 52.5 6,600 1.7 

※臨財債を含んだ場合 (428,489) (56.7) (425,300) (56.0) 3,189 0.7
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○ 歳出の状況 

・扶助費は 1,819 億 73 百万円で、子ども・子育て支援法の施行に伴う幼稚園、認定子
ども園への助成の増などにより、前年度より89億 26百万円（5.2％）増加しました。 

・公債費は880億 61百万円で、前年度において大きな繰上償還があったものが減少し、
前年度より37億 15百万円（△4.0％）減少しました。 
・投資的経費は 948 億円で、防災行政無線デジタル化事業や学校施設耐震化改修事業の
終了等により、前年度より150億 2百万円（△13.7％）減少しました。 

・補助費等は、625億 29百万円で、保育所緊急整備事業の終了による補助費等の減など
により、前年度より47億 79百万（△7.1％）減少しました。 

 
（単位：百万円、％） 

平成 27年度 平成 26年度 
区  分 

決算額 構成比 決算額 構成比
増減額 増減率

義務的経費 371,026 50.7 366,494 49.6 4,532 1.2

人件費 100,992 13.8 101,671 13.8 △ 679 △ 0.7

扶助費 181,973 24.9 173,047 23.4 8,926 5.2

 

公債費 88,061 12.0 91,776 12.4 △ 3,715 △ 4.0

投資的経費 94,800 13.0 109,802 14.8 △ 15,002 △ 13.7

普通建設事業費 92,117 12.6 107,059 14.4 △ 14,942 △ 14.0

補助事業費 42,338 5.8 49,638 6.7 △ 7,300 △ 14.7

単独事業費 45,652 6.2 53,119 7.2 △ 7,467 △ 14.1

 

その他 4,127 0.6 4,302 0.6 △175 △4.1

 

災害復旧日等 2,683 0.4 2,743 0.4 △ 60 △ 2.2

その他の経費 265,912 36.3 263,485 35.6 2,427 0.9

物件費 81,339 11.1 78,209 10.6 3,130 4.0

補助費等 62,529 8.5 67,308 9.1 △ 4,779 △ 7.1

繰出金 69,507 9.5 66,675 9.0 2,832 4.2

 

その他 52,536 7.2 51,293 6.9 1,244 2.4

歳出合計 731,738 100.0 739,781 100.0 △ 8,042 △ 1.1
 



－5－ 

 

２．平成27年度決算に基づく県内市町等の「地方公共団体の財政の 

健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率等について（速報）

 

  

 
〔 財政健全化法の概要 〕

 

・地方公共団体は、法により以下の比率の算定、公表が義務付けられており、監査委

員の審査に付したうえで、議会に報告し、公表する必要があります。（法第3条、

第22条） 

 

「健全化判断比率」（一般会計等）… ①実質赤字比率  ②連結実質赤字比率 

                   ③実質公債費比率 ④将来負担比率 

 「資金不足比率」（公営企業会計）… ⑤資金不足比率 

 

・一般会計等においては、上記①～④のいずれかの比率が「早期健全化基準」を超え

た場合は「財政健全化計画」を、①～③のいずれかの比率が「財政再生基準」を超

えた場合は「財政再生計画」を策定する必要があります。 

 

・公営企業会計においては、⑤の資金不足比率が「経営健全化基準」を超えた場合は

「経営健全化計画」を策定する必要があります。 

 

 

○ 健全化判断比率 

・健全化判断比率は、昨年度に引き続き、県内すべての市町で早期健全化基準を下

回りました。 

 

○ 資金不足比率 

・公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指

標化し、経営状態の悪化の度合いを示す資金不足比率も、昨年度に引き続き、県

内すべての市町で経営健全化基準を下回りました。 
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３．参考（各種の財政指標等） 

 

（１）経常収支比率 

平成 27 年度の経常収支比率の平均は 88.7％で、前年度の 89.3％から 0.6 ポ

イント改善しました。これは、経常経費である人件費や公債費の減少などによるも

のです。 

 

段 階 別 分 布 

区分 
平均(%) 

（加重平均） 70％未満 
70％以上

80％未満 

80％以上

90％未満 

90％以上

100％未満 
100％以上

平成27年度 88.7 0 2 15 4 0 

平成26年度 89.3  0 1 14 6 0 

 

（２）実質公債費比率 

平成 27年度の実質公債費比率の平均は7.0％で、既発債の償還終了や繰上償還の

実施により前年度の7.9％から0.9 ポイント改善しました。 

なお、全ての団体で財政健全化法に基づく健全化判断比率の早期健全化基準（25

％）未満となっており、地方債の発行において、許可団体となる 18％以上の団体も

ありませんでした。 

 

段 階 別 分 布 

区分 
平均(%) 

（加重平均） 10％未満
10％以上

15％未満

15％以上

18％未満

18％以上

25％未満 
25％以上

平成27年度 7.0  17 4 0 0 0 

平成26年度 7.9  13 8 0 0 0 

 

（３）将来負担比率 

平成 27 年度の将来負担比率の市町平均は 18.4％で、前年度の 28.2％から 9.8

ポイント改善しました。 

 

段 階 別 分 布 

区分 
平均(%) 

（加重平均） 比率なし 
0％以上 

50％未満 

50％以上

100％未満

100％以上

150％未満 

150％以上

200％未満

平成27年度 18.4  10 8 3 0 0 

平成26年度 28.2  7 11 3 0 0 
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（４）地方債現在高の推移 

平成 27 年度末の地方債現在高は 7,746 億 73 百万円で、通常の地方債の残高は

前年度末から 155 億 65 百万円（△2.9％）減少したものの、臨時財政対策債の残

高が76億 15百万円増加したため、全体としては前年度末（7,826億 22百万円）

から79億 49百万円（△1.0％）の減少にとどまりました。 

7,534 7,230 6,875 6,549 6,198 5,893 5,660 5,494 5,392 5,236

1,251 1,365 
1,449 1,611 1,862 

1,998 2,154 2,305 2,434 2,511 

0
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9,000

10,000
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単位：億円通常の地方債

臨時財政対策債

8,785 8,595 8,324 8,160 8,060 7,891 7,814 7,799 7,826 7,7478,785 8,595 8,324 8,160 8,060 7,891 7,814 7,799 7,826 7,747

 

※臨時財政対策債：地方一般財源の不足に対処するために、交付税の振替財源として発行され

る地方債（実質的な交付税）であり、償還財源の全額が交付税措置される。 

 

（５）積立金現在高 

平成 27 年度末の積立金現在高は 2,563 億 65 百万円で、前年度末（2,371 億

86百万円）から191億 79百万円（8.1％）増加しました。 

財政調整基金と減債基金の計は1,145億 85百万円で、89億 35百万円（8.5％）

の増、特定目的基金は 1,417 億 80 百万円で、ふるさと納税寄付金の積立の増等に

より、102億 44百万円（7.8％）増加しました。 

592 539 549 620
796 894 897 952

1,057 1,146

727 687 688 694
759

781 837 905
934

1,065
104 164 216

267
297

328
351
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381

353
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1,000

2,000

3,000

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

単位：億円特定目的基金のうち合併基金

特定目的基金（合併基金除く）

財調＋減債

1,423 1,390 1,453 1,581 1,852 2,003 2,085 2,232 2,372 2,564
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〔参考資料〕 

  平成 27年度市町普通会計決算（見込み）の概要 

  決算規模の推移（平成23年度～27年度 県内市町計） 

  健全化判断比率の状況 

  資金不足比率の状況 

健全化判断比率・資金不足比率の概要 

主な財政用語の解説 
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平成27年度市町普通会計決算（見込み）の概要

（単位：百万円・％）

伸 率 伸 率 伸 率 対標財 対標財

（百万円） （ ％ ） （百万円） （ ％ ） （百万円） （ ％ ） （百万円） （ ％ ） （ ％ ） （ ％ ） （百万円） （ ％ ） （百万円） （ ％ ）

長 崎 市 211,706 △ 2.1 206,255 △ 3.1 4,558 0.7 101,860 0.56 93.3 6.2 81.0 252,229 247.6 44,621 43.8

佐 世 保 市 122,153 2.2 117,514 1.1 4,273 0.5 61,597 0.51 90.0 8.2 27.6 110,341 179.1 22,653 36.8

島 原 市 23,463 △ 2.5 23,148 △ 1.9 230 △ 0.3 11,957 0.42 89.6 4.6 － 20,252 169.4 6,839 57.2

諫 早 市 65,124 0.0 63,859 △ 0.3 747 △ 0.1 36,640 0.51 89.2 6.5 4.0 61,616 168.2 25,050 68.4

大 村 市 40,093 4.3 38,061 2.5 1,622 0.3 18,924 0.60 91.1 6.9 39.5 33,988 179.6 8,058 42.6

平 戸 市 28,900 1.7 28,268 0.5 495 3.3 13,789 0.24 87.0 7.5 － 28,720 208.3 11,132 80.7

松 浦 市 20,884 11.6 20,311 10.5 528 1.4 9,762 0.40 95.0 12.1 80.4 20,049 205.4 6,831 70.0

対 馬 市 33,769 △ 9.0 33,113 △ 9.1 358 △ 0.1 18,910 0.19 83.7 9.8 14.1 45,600 241.1 14,537 76.9

壱 岐 市 22,959 1.9 22,344 1.8 580 0.1 13,447 0.22 84.8 4.7 － 26,603 197.8 10,699 79.6

五 島 市 31,316 △ 4.7 30,220 △ 4.9 877 0.0 17,666 0.24 88.6 8.7 5.6 35,635 201.7 13,978 79.1

西 海 市 22,601 △ 9.2 21,494 △ 10.5 886 0.1 13,456 0.38 78.9 1.4 － 21,512 159.9 14,998 111.5

雲 仙 市 29,763 △ 1.0 28,579 △ 1.3 1,083 0.0 18,198 0.27 80.6 4.6 － 22,107 121.5 22,383 123.0

南 島 原 市 34,394 3.3 32,193 3.5 1,972 0.1 19,249 0.26 85.4 9.2 － 25,288 131.4 22,356 116.1

市 計 687,127 △ 0.6 665,359 △ 1.4 18,208 0.3 355,455 0.37 87.5 6.9 22.9 703,939 185.5 224,136 75.8

長 与 町 13,132 4.0 12,515 5.1 553 △ 0.0 7,481 0.66 89.4 8.0 20.4 13,994 187.1 3,865 51.7

時 津 町 10,748 1.7 10,199 2.0 371 △ 0.1 6,040 0.66 88.0 0.6 － 8,373 138.6 5,293 87.6

東 彼 杵 町 5,423 13.7 5,246 14.6 96 0.1 3,097 0.27 80.5 10.0 52.6 5,343 172.5 2,040 65.9

川 棚 町 5,924 2.8 5,752 3.1 149 0.5 3,777 0.35 83.9 12.1 39.4 5,697 150.8 1,911 50.6

波 佐 見 町 6,094 △ 8.4 5,950 △ 8.2 111 0.1 3,601 0.40 83.1 13.0 5.8 6,373 177.0 2,840 78.9

小 値 賀 町 3,106 △ 2.3 2,903 △ 7.0 106 1.0 1,924 0.10 75.0 8.2 － 3,147 163.5 2,298 119.4

佐 々 町 6,330 9.3 6,006 11.3 296 0.3 3,500 0.49 84.2 6.2 － 4,591 131.1 5,446 155.6

新上五島町 18,070 △ 1.7 17,809 △ 1.9 238 0.1 11,529 0.25 80.9 7.9 － 23,215 201.4 8,536 74.0

町 計 68,826 1.6 66,379 1.8 1,918 0.1 40,951 0.40 83.1 7.7 － 70,734 165.3 32,229 85.5

合 計 755,952 △ 0.4 731,738 △ 1.1 20,126 0.3 396,407 0.38 88.7 7.0 18.4 774,673 177.8 256,365 79.5

（合計） （合計） （合計） （合計）
単純
平均

加重
平均

加重
平均

加重
平均

（合計）
加重
平均

（合計）
加重
平均

　　※端数処理の都合上、計欄の数値が合わないことがある。

　　※将来負担比率について、標準財政規模に対する将来負担額が計算上マイナスとなる場合は「－」と表示しています。

地 方 債
現 在 高

将 来
負 担
比 率

積 立 金
現 在 高

実質公
債費比
率

財政力
指 数

経 常
収 支
比 率

実質収支
標準財政
規 模

市 町 村 名 歳 入 歳 出
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歳入の推移

歳出の推移

決算規模の推移（平成23～27年度　県内市町計）

157,558 154,131 154,938 156,420 156,219

223,916 222,137 221,010 219,160 238,092

25,713 26,518 27,079 26,659 23,248
46,102 51,867 55,005 58,262 48,587

172,549 167,065 182,170 185,340 187,882

12,898 25,725 14,132 19,142 15,923
96,143 93,700 88,986 94,005 86,001

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

(734,879) (741,143) (743,320) (758,988) (755,952)

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

その他

繰入金

国県支出金

地方債
(臨財債除く)

地方債
（臨財債）

地方交付税

地方税

（総額）

（単位：百万円）

108,642 107,358 103,302 101,671 100,992

160,991 164,220 165,479 173,047 181,973

102,536 97,957 93,978 91,776 88,061

94,779 99,714 105,772 107,059 92,117

74,129 71,103 73,766 78,209 81,339

60,536 61,023 62,900 67,308
60,726 65,918 65,230 66,675

62,529

69,507

54,889 55,659 50,913 54,036 55,220

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

(717,228) (722,952) (721,340) (739,781) (731,738)

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

その他

繰出金

補助費等

物件費

普通建設事業費

公債費

扶助費

人件費

（総額）

（単位：百万円）
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　（単位：％）

27決算
（速報）

26決算
（確報）

早期健全化
基準

財政再生
基準

27決算
（速報）

26決算
（確報）

早期健全化
基準

財政再生
基準

27決算
（速報）

26決算
（確報）

早期健全化
基準

財政再生
基準

27決算
（速報）

26決算
（確報）

早期健全化
基準

長 崎 市 － － 11.25 － － 16.25 6.2 6.4 81.0 81.2

佐 世 保 市 － － 11.25 － － 16.25 8.2 9.7 27.6 44.4

島 原 市 － － 13.06 － － 18.06 4.6 5.4 － －

諫 早 市 － － 11.55 － － 16.55 6.5 6.8 4.0 23.4

大 村 市 － － 12.55 － － 17.55 6.9 7.7 39.5 25.8

平 戸 市 － － 12.88 － － 17.88 7.5 8.5 － 7.0

松 浦 市 － － 13.37 － － 18.37 12.1 11.6 80.4 87.9

対 馬 市 － － 12.55 － － 17.55 9.8 10.4 14.1 22.4

壱 岐 市 － － 12.91 － － 17.91 4.7 5.2 － 16.2

五 島 市 － － 12.61 － － 17.61 8.7 10.4 5.6 19.6

西 海 市 － － 12.91 － － 17.91 1.4 4.0 － －

雲 仙 市 － － 12.58 － － 17.58 4.6 6.7 － －

南 島 原 市 － － 12.53 － － 17.53 9.2 10.1 － －

長 与 町 － － 13.89 － － 18.89 8.0 8.7 20.4 18.8

時 津 町 － － 14.43 － － 19.43 0.6 2.0 － －

東 彼 杵 町 － － 15.00 － － 20.00 10.0 10.6 52.6 59.1

川 棚 町 － － 15.00 － － 20.00 12.1 12.8 39.4 47.5

波 佐 見 町 － － 15.00 － － 20.00 13.0 13.4 5.8 23.8

小 値 賀 町 － － 15.00 － － 20.00 8.2 9.6 － －

佐 々 町 － － 15.00 － － 20.00 6.2 6.0 － －

新上五島町 － － 13.11 － － 18.11 7.9 10.2 － 18.1

市 平 均 6.9 7.8 22.9 32.0

町 平 均 7.7 8.8 － －

市 町 平 均 7.0 7.9 18.4 28.2

全国市町村
平 均 8.0 45.8

将来負担比率

30.0

実質赤字比率 連結実質赤字比率

県内市町の健全化判断比率の状況（H27年度決算）

25.0 35.0 350.0

市 町 名

20.0

実質公債費比率

※27決算の数値は速報値、26決算の数値は確報値です。
※実質赤字比率と連結実質赤字比率の早期健全化比率等は各団体の標準財政規模に応じた基準となります。
※実質赤字額・連結実質赤字額・将来負担額がない場合は、「－」と記載しています。
※平均値は加重平均値です。
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（単位：％）　　　　　

27決算
（速報）

26決算
（確報）

（会計名）

長 崎 市 － － －

佐 世 保 市 － － －

島 原 市 － － －

諫 早 市 － － －

大 村 市 － － －

平 戸 市 － － －

松 浦 市 － － －

対 馬 市 － － －

壱 岐 市 － － －

五 島 市 － － －

西 海 市 － － －

雲 仙 市 － － －

南 島 原 市 － － －

長 与 町 － － －

時 津 町 － － －

東 彼 杵 町 － － －

川 棚 町 － － －

波 佐 見 町 － － －

小 値 賀 町 － － －

佐 々 町 － － －

新 上 五 島 町 － － －

雲仙・南島原保
健 組 合 － － －

長崎県南部広域
水 道 企 業 団 － － －

県内市町等の資金不足比率の状況（H27年度決算）

20.0

20.0

団体名
資金不足比率

経営健全化
基準

※資金不足額がない場合は、「－」と記載しています。
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地方財政に係る主な用語の解説 
 

用  語 内         容 

普通会計 

普通会計とは、統計上の概念で、個々の地方公共団体の会計には一般会計のほかに多くの特
別会計があり、これらの会計は同一基準で区分されていないため、全国の地方公共団体の財
政状況を統一的な基準で把握するために用いられる統計上の区分である。通常、一般会計と
すべての特別会計（公営事業会計以外の会計）を総合して一つの会計としてまとめたものと
されている。 

一般財源 
地方税、地方譲与税、地方交付税など、使途が特定されずどのような経費にも充当できる財
源。 

特定財源 国庫（県）支出金、地方債など、使途が最初から決まっていて自由に充当できない財源。 

自主財源 
地方税、分担金・負担金、使用料、手数料、財産収入、寄付金、繰入金、繰越金、諸収入で、
地方公共団体が自主的に収入しうる財源。 

依存財源 
国庫（県）支出金、地方債など、国（県）等の決定などにより交付されたり、借入れたりす
る財源。 

義務的経費 
歳出のうち、支出することが義務づけられていて任意に削減することが困難な経費。人件費、
扶助費、公債費の総計をいう。 

投資的経費 
歳出のうち、その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るも
のに支出される経費。普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費の総計をいう。 

人件費 
職員に支給される給与、退職手当、共済組合事業主負担金等のほか、首長や議会議員などの
特別職に支給される給与などの総額。 

扶助費 
生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法などの法令に基づいて支出される
経費。法令に基づくもののほか、地方公共団体独自の当該支出も含まれる。 

物件費 
人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外に地方公共団体が支出する消費的経費。旅費、
備品購入費、使用料及び賃借料などが含まれる。 

公債費 地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金や一時借入金利子の支払いに要した経費。 
普通建設事
業費 

道路、橋梁、学校、公民館など公共用又は公用施設の新増設等の建設事業に要する経費。 

臨時財政対
策債 

地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法５条
の特例として発行される地方債で、各地方公共団体の基準財政需要額を基本に発行可能額が
算定される。 
臨時財政対策債については、実際の借入れの有無にかかわらず、その元利償還金相当額を基
準財政需要額にすることとされている。 

合併特例債 
合併後の市町村が市町村建設計画に基づいて行う一定の事業に要する経費又は合併後の市町
村が行う一定の基金の積立てに要する経費について、財源とすることができる地方債。元利
償還金の 70％について後年度において普通交付税の基準財政需要額に算入される。 

地方債現在
高 

当該地方公共団体が発行した地方債の年度末残高。 

積立金現在
高 

当該地方公共団体が積み立てた基金の年度末残高。 

基金 
地方公共団体が、条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、資金を積
み立て、又は定額の資金を運用するために設けられた資金または財産。 

財政調整基
金 

地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するために設けられた基金。 

減債基金 
地方債の償還及びその信用の保持のために設けられる基金で、後年度の地方債元利償還金に
充当するために積み立てられる。 

その他特定
目的基金 

財政調整基金、減債基金以外の基金。 
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用  語 解  説  と  見  方 算  式  等 

形式収支 歳入総額から歳出総額を差し引いた額で、形式的な収支。 歳入総額－歳出総額 
翌年度繰り
越し財源 

翌年度に繰り越した事業等の財源として、歳出予算から
繰り越した金額。 

繰越額合計－未収入特定財源額 

実質収支 
歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度繰り越し財源を
差し引いた額で、実質的な収支。 

形式収支（歳入総額－歳出総額）
－翌年度繰越財源 

単年度収支 
当該年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引
いた額で、黒字であれば剰余が生じているか、前年度ま
での赤字が解消していることになる。 

当該年度実質収支額－前年度実質
収支額 

実質単年度
収支 

単年度収支に実質的な黒字要素である積立金及び繰上償
還金を加え、実質的な赤字要素である基金取り崩し額を
差し引いた額。 

単年度収支＋積立金＋繰上償還金
－基金取崩額 

標準財政規
模 

当該地方公共団体の標準的な状態での一般財源の規模を
表すもので、地方税、普通交付税などの計。 

｛（基準財政収入額－税源移譲相
当額（個人住民税）の 25％－各種
譲与税－交通安全対策特別交付
金）×100/75＋各種譲与税＋交通
安全対策特別交付金｝＋普通交付
税（臨時財政対策債含む） 

財政力指数 
当該地方公共団体の財政基盤の強さを表す指数で、この
指数が高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強いこ
とになる。 

基準財政収入額÷基準財政需要額
（過去３カ年の平均数値） 

経常収支比
率 

財政構造の弾力性を表す指標で、人件費、扶助費、公債
費などのように毎年経常的に支出される経費に、地方税、
普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源
がどの程度使われているかを示したもの。 
この比率が低いほど普通建設事業等の臨時的経費に充当
できる一般財源に余裕があることとなり、逆に高いほど
財政構造の硬直性が進んでいることとなる。 

｛経常経費充当一般財源の額÷
（経常一般財源の総額＋減収補て
ん債特例分＋臨時財政対策債）｝
×100（％） 

財政健全化
法 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成 19
年６月公布）平成 20 年４月より施行。（平成 20 年度は
平成 19 年度決算に基づく比率を公表するのみ。） 
平成 21 年４月から本格施行され、各財政指標が一定の基
準を超えると財政健全化計画の策定等が義務付けられ、
財政の健全化へ向けた取組を行わなければならない。 
健全化判断比率として、一般会計等で①実質赤字比率②
連結実質赤字比率③実質公債費比率④将来負担比率の４
指標が、公営企業会計で公営企業毎の資金不足比率があ
る。 
財政悪化の度合いを図る基準として、早期健全化基準（公
営企業においては、経営健全化基準）と財政再生基準が
ある。 

 

実質赤字比
率 

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対す
る比率。 
市町村においては、財政規模に応じて 11.25～15％以上で
財政健全化法に基づく「財政健全化団体」に、20％以上
で「財政再生団体」になる。 

一般会計等の実質赤字額÷標準財
政規模 
・一般会計等 
一般会計及び特別会計のうち普通
会計に相当するもの 
・実質赤字額 
繰上充用額＋支払繰延額＋事業繰
越額 
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用  語 解  説  と  見  方 算  式  等 

連結実質赤
字比率 

全会計を対象とした実質赤字(又は資金の不足額）の標準
財政規模に対する比率。 
市町村においては、財政規模に応じて 16.25％～20％以上
で財政健全化法に基づく「財政健全化団体」に、30％以
上で「財政再生団体」になる。 

連結実質赤字額÷標準財政規模 
・連結実質赤字額 
一般会計及び特別会計の実質赤字
額及び公営企業の特別会計におけ
る資金不足額の合計（実質赤字額
及び資金不足額は、実質黒字額及
び資金剰余額を差し引いた実質
額） 

実質公債費
比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標
準財政規模に対する比率を表すもので、公債費の水準を
測る指標。（起債制限比率に公営企業会計や一部事務組
合への公債費負担等が加味されたもの） 
地方債の許可団体移行基準として、平成 17 年度決算から
導入された指標であるとともに、平成 19 年度決算より財
政健全化法に基づく健全化判断比率の一つとなってい
る。 
この指標が 18％以上の団体にあっては、地方債の発行に
あたり公債費負担適正化計画の策定が求められるととも
に、国または県の許可が必要となる。 
また、25％以上で財政健全化法に基づく「財政健全化団
体」に、35％以上で「財政再生団体」となり、財政健全
化計画、財政再生計画の策定が求められるとともに、地
方債の発行はそれぞれの計画を勘案して許可される。 

｛A＋B－C－D)｝÷（E－D）｝×100
（％） 
A：地方債元利償還金（繰上償還金、
都市計画税充当額等を除く） 
B：準元利償還金（地方債の元利償
還金に準じるもの） 
C：元利償還金又は準元利償還金に
充てられる特定財源 
D：普通交付税の額の算定に用いる
基準財政需要額に算入された地方
債に係る元利償還に係る経費（算
入公債費の額）及び準元利償還金
に要する経費（算入準公債費） 
E：標準財政規模 
（過去３カ年の平均数値） 

将来負担比
率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規
模（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算
入額を除く）に対する比率。 
市町村においては、350％以上で財政健全化法に基づく
「財政健全化団体」になる。 

｛将来負担額－（充当可能基金額
＋特定財源見込額＋地方債現在高
等に係る基準財政需要額算入見込
額）｝÷｛標準財政規模－元利償
還金・準元利償還金に係る基準財
政需要額算入額｝ 
・将来負担額 
地方債現在高、退職手当支給予定
額のうち一般会計等負担見込額、
一部事務組合等の連結実質赤字額
相当額のうち一般会計等負担見込
額等の計 

資金不足比
率 

公営企業会計の資金不足額の事業規模に対する比率。 
比率は各公営企業会計毎に算定し、20％以上（公営競技
を行う法適用企業にあっては 0％以上）で、財政健全化法
に基づき当該公営企業の経営健全化計画を定めることに
なる。 

資金不足額÷事業の規模 
・資金不足額 
法適用企業＝（流動負債＋建設改
良以外目的の地方債現在高－流動
資産）－解消可能資金不足額 
法非適用企業＝（繰上充用額＋支
払繰延額・事業繰越額＋建設改良
目的以外の地方債現在高）－解消
可能資金不足額 
・事業の規模 
法適用企業＝営業収益の額－受託
工事収益の額 
法非適用企業＝営業収益に相当す
る収入の額－受託工事収益に相当
する収入の額 
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用  語 解  説  と  見  方 算  式  等 

地方交付税 

地方公共団体間の財源の不均衡を是正し、すべての住民
に一定の行政サービスを提供できるよう財源を保証する
ためのもので、その使途が制限されない一般財源である。
国税として国が代わって徴収し、一定の合理的な基準に
よって再配分される。 
地方交付税には普通交付税と特別交付税があり、普通交
付税は基準財政需要額から基準財政収入額を差し引いた
額を交付基準額として算定される。特別交付税は災害な
ど基準財政需要額に捕捉されなかった特別の財政需要に
対して交付される。 

基準財政需要額－基準財政収入額
＝財源不足額（交付基準額） 

基準財政需
要額 

普通交付税の算定において、地方公共団体が行う一定水
準の行政サービスのために必要な財政需要を、一定の算
式により算定した額である。 
算式の単位費用とは測定単位一単位当りの費用、測定単
位は人口、面積等の数値、補正係数は自然条件や社会条
件などを反映させるものである。 

単位費用×測定単位×補正係数 

基準財政収
入額 

地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準
的な税収入の一定割合により算定された額。 

標準的な地方税収入×75％＋地方
譲与税等 

合併算定替 

市町村合併後の普通交付税算定において、本来は合併後
一つの団体として交付税算定（一本算定）を行うが、合
併後、一定の期間については合併前の旧団体があったも
のとして算定した結果と一本算定とを比較して、大きい
方の額を適用する特例的な算定方法。 
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